
様式第３－１号
入札参加資格確認申請書

平成　　年　　月　　日　　

　福岡市長　様

住　　　　所

商号又は名称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成29年6月26日付けで公告のありました福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業に係る入札に参加する資格について，その有無を確認されるよう，下記の書類を添えて申請します。

記

１　入札参加資格審査調書

２　入札参加資格審査調書に関する資料

３　工事等の実績に関する資料

４　配置予定技術者の資格等に関する資料

	担当者
	商号又は名称
	

	
	所属部署
	
	氏名
	

	
	TEL
	
	FAX
	

	
	E-mail
	


様式第３－２号
入札参加資格確認申請書

平成　　年　　月　　日　　

　福岡市長　様

共同事業体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同事業体
代　　表　　者　　住　　　　所

商号又は名称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　印
その他の構成員　　住　　　　所

商号又は名称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　印
その他の構成員　　住　　　　所

商号又は名称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　印
その他の構成員　　住　　　　所

商号又は名称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成29年6月26日付けで公告のありました福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業に係る入札に参加する資格について，その有無を確認されるよう，下記の書類を添えて申請します。

記

１　入札参加資格審査調書

２　入札参加資格審査調書に関する資料

３　工事等の実績に関する資料

４　配置予定技術者の資格等に関する資料
５　共同事業体協定書
	担当者
	商号又は名称
	

	
	所属部署
	
	氏名
	

	
	TEL
	
	FAX
	

	
	E-mail
	


様式第４－１号
入札参加資格審査調書（共通資格要件）

事業名：福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

次の（１）～（６）に掲げる条件を全て満たしていることを誓約します。虚偽の事項があった場合は，いかなる措置を受けても異議ありません。

（１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に該当する者でないこと。
（２） この入札の公告日から落札者決定の日（落札者がなかったときは，この入札の終了を宣言した日）までの間に，市から福岡市競争入札参加停止等措置要領（以下，「措置要領」という。）に基づく競争入札参加停止の措置又は排除措置を受けている期間がある者でないこと。
（３） この入札の公告日から落札者決定の日（落札者がなかったときは，この入札の終了を宣言した日）までの間に，措置要領別表第１，第２及び第３の各号に規定する措置要件に該当しない者であること。
（４） 会社更生法に基づく更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始の決定がなされ，競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。），民事再生法に基づく再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定がなされ，競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。），破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなされている者又は会社法に基づく特別清算開始の申立てがなされている者，手形交換所による取引停止処分を受けている者その他の経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこと。
（５） 本事業についてアドバイザリー業務に関係している以下の者又はこれらの者と資本面若しくは人事面において密接な関連がある者ではないこと。
・地方共同法人日本下水道事業団
・日本水工設計株式会社
・三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社
（６） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号及び福岡市暴力団排除条例（平成２２年福岡市条例第３０号）第２条第２号に規定する暴力団員ではない事業者，又は，法人でその役員に暴力団員に該当する者のない事業者，若しくは，福岡市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者ではないこと。
様式第４－２号
入札参加資格審査調書（共通資格要件）

事業名：福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同事業体

　代表者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　その他の構成員：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　その他の構成員：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　その他の構成員：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
次の（１）～（６）に掲げる条件を全て満たしていることを誓約します。虚偽の事項があった場合は，いかなる措置を受けても異議ありません。

（１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に該当する者でないこと。
（２） この入札の公告日から落札者決定の日（落札者がなかったときは，この入札の終了を宣言した日）までの間に，市から福岡市競争入札参加停止等措置要領（以下，「措置要領」という。）に基づく競争入札参加停止の措置又は排除措置を受けている期間がある者でないこと。
（３） この入札の公告日から落札者決定の日（落札者がなかったときは，この入札の終了を宣言した日）までの間に，措置要領別表第１，第２及び第３の各号に規定する措置要件に該当しない者であること。
（４） 会社更生法に基づく更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始の決定がなされ，競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。），民事再生法に基づく再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定がなされ，競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。），破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなされている者又は会社法に基づく特別清算開始の申立てがなされている者，手形交換所による取引停止処分を受けている者その他の経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこと。
（５） 本事業についてアドバイザリー業務に関係している以下の者又はこれらの者と資本面若しくは人事面において密接な関連がある者ではないこと。
・地方共同法人日本下水道事業団
・日本水工設計株式会社
・三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社
（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号及び福岡市暴力団排除条例（平成２２年福岡市条例第３０号）第２条第２号に規定する暴力団員ではない事業者，又は，法人でその役員に暴力団員に該当する者のない事業者，若しくは，福岡市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者ではないこと。
様式第４－３－１号
平成　　年　　月　　日
暴力団対策に係る誓約書
福岡市長　様
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者
	
	印


平成２９年６月２６日付けで公告された「福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業」に係る総合評価一般競争入札への参加にあたり，当社（私）は下記事項について誓約いたします。
なお，この誓約に違背した場合は，貴市から競争入札参加資格の取消，入札参加停止，契約解除等のいかなる措置を受け，かつ，その事実を公表されても異存ありません。
記
１　当社（私）及び当社の役員並びに使用人は，暴力団等の関係者ではありません。
　　また，福岡市競争入札参加停止等措置要領別表第２第９号(暴力団関係)及び別表第３のいずれにも該当しません。
２　暴力団や暴力団と関係がある企業との私的交際等いかなる名目であっても関係を持たず，暴力団等の不当介入に対しては，貴市や警察等の関係機関と協力の上，その排除に努めます。
３　福岡市競争入札参加停止等措置要領別表第３第１号に該当しないか確認のため，役員等の「氏名，フリガナ，生年月日，性別(以下「氏名等」という。)」を提出します。また，提出した氏名等に変更が生じた場合は，速やかに変更後の氏名等を提出します。
４　福岡市競争入札参加停止等措置要領別表第２第９号又は別表第３に該当する者を下請負人(一次及び二次下請負以降すべての下請負人を含む。)，再委託人又は資材，原材料業者等としません。
以上
※　企業ごとに作成すること。
様式第４－３－２号

平成　　年　　月　　日
役員名簿
福岡市長　様
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者
	
	印


	役職
	（フリガナ）
氏名
	生年月日
	性別

	
	
	年　月　日
	男・女

	
	
	年　月　日
	男・女

	
	
	年　月　日
	男・女

	
	
	年　月　日
	男・女

	
	
	年　月　日
	男・女

	
	
	年　月　日
	男・女

	
	
	年　月　日
	男・女

	
	
	年　月　日
	男・女

	
	
	年　月　日
	男・女


※　企業ごとにそれぞれ作成し提出すること。
※　役員等とは，監査役（常勤・非常勤問わず）や社外取締役・社外監査役も含む，現在事項全部証明書に
記載のある全ての者を指す。
※　行が不足する場合は，適宜，行を挿入して記入すること。
※様式第４－４号は，Excel版を利用してください。
※様式第４－５号は，Excel版を利用してください。
様式第４－６－１号
入札参加資格審査調書（個別資格要件）（設計を担う者）
事業名：福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業
	所在地
	郵便番号（　　　　－　　）


	
	TEL
	
	FAX
	

	
	E-mail
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	

	種別
	　代表企業　・　構成員

	本事業における
担当内容
	


	添付書類
	・「福岡市・水道局・交通局競争入札有資格者名簿（種別：委託）」の申請区分業種「土木設計」，「建築設計」又は「設備設計」に登載されている者，又は「福岡市・水道局・交通局特定調達契約等に係る競争入札有資格者名簿」の種別：「委託」，申請区分業種「土木設計」，「建築設計」又は「設備設計」に登載されている者であり，当該名簿（「福岡市・水道局・交通局特定調達契約等に係る競争入札有資格者名簿」の場合は当該登載）の有効期間内にこの入札の公告日又は入札参加資格確認申請書等提出期限日が含まれていることを証する書類。


※設計を担う者のうち少なくとも１社は，平成１７年４月１日から入札参加資格確認申請書等提出期限日までの間に完了した，燃料化設備（乾燥・炭化），溶融設備または焼却設備（いずれも下水汚泥を原料とした設備処理能力が２５t／日以上に限る。）のいずれかの新設工事（国内工事にあってはＣＯＲＩＮＳ登録工事）に係る元請の実施設計の実績を有すること。
	事業名称
	

	所在地
	

	発注機関名
	

	工期
	平成　　年　　月　　日　～　　平成　　年　　月　　日

	設備種別
	燃料化設備（乾燥・炭化）　　溶融設備　　焼却設備

	設備能力
	

	工事概要等
	

	契約金額
	

	受注形態
	単体　・　共同企業体

	当該実績を
証する書類
	ＣＯＲＩＮＳに登録されている工事については，登録データ（竣工時工事カルテ）を提出すること。なお，登録データでは資格要件の実績を有することが判断できない場合，又はＣＯＲＩＮＳに登録されていない工事については，図面や発注者の証明書等，資格要件が確認できる資料を添付すること。


※　設計業務を行う企業が複数ある場合は，企業ごとに本様式及び添付書類をまとめて作成し，様式番号に枝番を
付加すること。（例　様式第４－６－１号－１）
· 工事概要等の欄には，工事の施工実績について，資格があることを判断できる内容を記載すること。

様式第４－６－２号
入札参加資格審査調書（個別資格要件）（施工を担う者）
事業名：福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業
	所在地
	郵便番号（　　　　－　　）



	
	TEL
	
	FAX
	

	
	E-mail
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	

	種別
	　代表企業　・　構成員

	特定建設業
許可番号
	

	経営事項審査
総合評定値
	機械器具設置工事　・　土木一式工事　・　建築一式工事　・　電気工事
その他（　　　　　　）
	
	点

	本事業における
担当内容
	


	添付書類
	・「福岡市・水道局・交通局競争入札有資格者名簿（種別：工事）」に登載されている者，又は「福岡市・水道局・交通局特定調達契約等に係る競争入札有資格者名簿」の種別：「工事」に登載されている者であり，当該名簿（「福岡市・水道局・交通局特定調達契約等に係る競争入札有資格者名簿」の場合は当該登載）の有効期間内にこの入札の公告日又は入札参加資格確認申請書等提出期限日が含まれていることを証する書類。

	
	・建設業許可通知書等の建設工事に係る特定建設業の許可を受けた者であることを証する書類。

	
	・上記の建設工事の種類に応じた経営事項審査証明書。


※施工の担う者のうち少なくとも１社は，平成１７年４月１日から入札参加資格確認申請書等提出期限日までの間に完了した，燃料化設備（乾燥・炭化），溶融設備または焼却設備（いずれも下水汚泥を原料とした設備処理能力が２５t／日以上に限る。）のいずれかの新設工事（国内工事にあってはＣＯＲＩＮＳ登録工事）に係る元請の施工実績（共同企業体としての実績は代表者としてのものに限る。）を有すること。
	事業名称
	

	所在地
	

	発注機関名
	

	工期
	平成　　年　　月　　日　～　　平成　　年　　月　　日

	設備種別
	燃料化設備（乾燥・炭化）　　溶融設備　　焼却設備

	設備処理能力
	

	工事概要等
	

	契約金額
	

	受注形態
	　　単体　・　共同企業体（出資比率　　　%）

	当該実績を
証する書類
	ＣＯＲＩＮＳに登録されている工事については，登録データ（竣工時工事カルテ）を提出すること。なお，登録データでは資格要件の実績を有することが判断できない場合，又はＣＯＲＩＮＳに登録されていない工事については，図面や発注者の証明書等，資格要件が確認できる資料を添付すること。


※　施工業務を行う企業の施工実績は，共同企業体の構成員としての実績（出資比率が最大であるもの
に限る）にあっては，出資比率を必ず明記すること。
※　施工業務を行う企業が複数ある場合は，企業ごとに本様式及び添付書類をまとめて作成し，様式番
号に枝番を付加すること。（例　様式第４－６－２号－１）
※　工事概要等の欄には，工事の施工実績について，資格があることを判断できる内容を記載すること。

様式第４－６－３号
入札参加資格審査調書（個別資格要件）（維持管理・運営を担う者）
事業名：福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業
	所在地
	郵便番号（　　　　－　　）



	
	TEL
	
	FAX
	

	
	E-mail
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	

	種別
	　代表企業　・　構成員

	本事業における
担当内容
	


	その他
	　下水道法２２条に規定された有資格者の配置が可能なことを証する書類については，「配置予定者の資格・経験等（維持管理・運営）（様式第６―３号）」にて提出すること。


※維持管理・運営を担う者のうち少なくとも１社は，燃料化設備（乾燥・炭化），溶融設備または焼却設備（いずれも下水汚泥を原料とした設備処理能力が２５ｔ／日以上に限る。）のいずれかの運転管理業務の履行実績（複数の企業による実績は代表者としてのものに限る。）を有すること。なお，履行実績は，履行期間が１年以上のものに限る。
	事業名称
	

	所在地
	

	発注機関名
	

	履行期間
	平成　　年　　月　　日　～　　平成　　年　　月　　日

	設備種別
	燃料化設備（乾燥・炭化）　　溶融設備　　焼却設備

	設備処理能力
	

	業務概要等
	

	契約金額
	

	受注形態
	　　単体　・　共同企業体

	当該実績を
証する書類
	契約書の写し又は発注者の証明書等，資格要件が確認できる資料を添付すること。


※　維持管理・運営業務を行う企業が複数ある場合は，企業ごとに本様式及び添付書類をまとめて作成
し，様式番号に枝番を付加すること。（例　様式第４－６－３号－１）
※　業務概要等の欄には，業務の履行実績について，資格があることを判断できる内容を記載すること。
様式第５号

共同事業体調書

共同事業体名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同事業体

	代表者
	所在地：

商号又は名称：

代表者：

	
	担当者　所　属：

　　　　氏　名：

　　　　ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：　　　　　　　　　　　　

　　　　E-mail：

	
	本事業での役割（業務分担を簡潔に記入。一業務を複数企業で分担する場合も各分担を記入する。）



	その他の構成員
	所在地：

商号又は名称：

代表者：

	
	担当者　所　属：

　　　　氏　名：

　　　　ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：　　　　　　　　　　　　

　　　　E-mail：

	
	本事業での役割（業務分担を簡潔に記入。一業務を複数企業で分担する場合も各分担を記入する。）



	その他の構成員
	所在地：

商号又は名称：

代表者：

	
	担当者　所　属：

　　　　氏　名：

　　　　ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：　　　　　　　　　　　　

　　　　E-mail：

	
	本事業での役割（業務分担を簡潔に記入。一業務を複数企業で分担する場合も各分担を記入する。）



	その他の構成員
	所在地：

商号又は名称：

代表者：

	
	担当者　所　属：

　　　　氏　名：

　　　　ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：　　　　　　　　　　　　

　　　　E-mail：

	
	本事業での役割（業務分担を簡潔に記入。一業務を複数企業で分担する場合も各分担を記入する。）




参考様式２－１
○○・△△福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業

共同事業体協定書

（目的）

第1条　当共同事業体

は，次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。

(1)　福岡市の発注に係る福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業（以下「事業」という。）の受注
(2)　前号に付帯する事業

（名称）

第２条　当共同事業体は，〇〇・△△福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業共同事業体（以下｢事業体｣という。）と称する。

（事務所の所在地）

第３条　当事業体は，事務所を福岡市〇区〇〇町〇番〇号，〇〇会社〇〇支店内に置く。

（成立の時期及び解散の時期）

第４条　当事業体は，平成〇〇年〇〇月〇〇日に成立し，本事業に係る目的会社（以下「目的会社」という。）を設立し，本事業の契約書に定める事業体の権利義務を目的会社が承継するまでの間は解散することができない。

２　業務を受託することができなかったときは，当事業体は，前項の規定にかかわらず，当該事業に係る契約が締結された日に解散するものとする。

（構成員の住所及び名称）

第５条　当事業体の構成員は，次のとおりとする。

(所在地)

(商　号)

(所在地)

(商　号)

(所在地)

(商　号)

（代表者の名称）

第６条　当事業体は，○○会社を代表者とする。

（代表者の権限）

第７条　当事業体の代表者は，事業の履行に関し，当事業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で，発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに請負代金（前払金及び部分払金を含む。）又は業務委託料の請求，受領及び当事業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（運営委員会）

第８条　当事業体は，構成員全員をもって運営委員会を設け，組織及び編成並びに事業の履行の基本に関する事項，資金管理方法，事業の一部の再委託の決定，その他の当事業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し，事業の履行に当たるものとする。

（構成員の責任）

第９条　各構成員は，事業の履行及び再委託契約その他の事業の実施に伴い当事業体が負担する債務の履行に関し，連帯して責任を負うものとする。

（取引金融機関）

第１０条　当事業体の取引金融機関は，〇〇銀行〇〇支店とし，共同事業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。

（決算）

第１１条　当事業体は，業務完了の都度，当該業務について決算するものとする。

（利益金の配当の割合）

第１２条　決算の結果，利益金を生じた場合には，運営委員会の定めるところにより利益金を配当するものとする。

（欠損金の負担の割合）

第１３条　決算の結果，欠損金を生じた場合には，運営委員会の定めるところにより欠損金を負担するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）

第１４条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。

（事業履行途中における構成員の脱退に対する措置）

第１５条　構成員は，第１６条に規定する場合を除き，本事業の契約書に定める事業体の権利義務を目的会社が承継するまでの間は脱退することができない。

（事業履行途中における構成員の破産又は解散に対する措置）

第１６条　構成員のうちいずれかが事業履行途中において破産又は解散した場合においては，残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を履行するものとする。

（代表者の変更）

第１７条　代表者が破産又は解散した場合においては，従前の代表者に代えて，他の構成員全員及び発注者の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。

（解散後のかし担保責任）

第１８条　当事業体が解散した後においても，当該事業につきかしがあったときは，目的会社がその責に任ずるものとする。

（協定書に定めのない事項）

第１９条　この協定書に定めのない事項については，運営委員会において定めるものとする。

○○会社（代表会社名）外２社は，上記のとおり〇〇・△△福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業共同事業体協定を締結したので，その証拠としてこの協定書４通を作成し，各通に構成員が記名押印し，１通は発注者に提出し，他は各自所持するものとする。

平成　　年　　月　　日

所在地

商　号

代表者　　　　　　　　　　　　　　㊞
所在地

商　号

代表者　　　　　　　　　　　　　　㊞
所在地

商　号

代表者　　　　　　　　　　　　　　㊞
（※　共同事業体の構成員の数が異なる場合もこの様式に準じて作成すること。）

参考様式２－２
委任状
平成　　年　　月　　日
福岡市長様
委任者　共同事業体の名称
構成員
所在地
商号
代表者名　　　　　　　　　　　　印
構成員
所在地
商号
代表者名　　　　　　　　　　　　印
私は，次の者を代理人と定め，貴市発注の次の事業の入札及び復代理人の選任に関する一切の権限を委任します。
１　事 業 名
２　事業場所
３　受任者
共同事業体の名称
代表者
所在地
商号
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　印
参考様式２－３
委任状
（各構成員用）
私は，福岡市が発注する福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業において，○○株式会社○○支店長○○○○を代理人と定め，下記の権限を委任します。
記
１　共同事業体の結成に関する一切の件
２　見積り，入札に関する一切の件
３　前項に関する復代理人の選任の件
４　契約の締結及び履行に関する件
５　請負代金若しくは業務委託料の請求及び受領又は下水汚泥固形燃料の売買代金の支払いの件
６　共同事業体に関する財産の管理の件
平成　　年　　月　　日
福岡市長様
委任者　所在地
商号
代表者　　　　　　　　　　　　　　印
受任者　所在地
商号
支店長名　　　　　　　　　　　　　　印
様式第６－１号
配置予定技術者の資格・経験等（設計）

事業名：福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

設計担当企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	配置予定技術者の氏名
	

	本事業における従事役職
	　管理技術者・照査技術者・担当技術者・建築担当技術者

	法令による免許・資格等

（取得日，登録番号，実務経験）
	

	他の業務に従事している

場合，その業務概要
	業務名称
	

	
	発注機関名
	

	
	履行期間
	

	
	契約金額
	

	
	従事役職
	

	
	専任・非専任の別
	

	
	本業務に従事するための対応
	


※　法令による免許・資格等は，その名称，取得年月日及び登録番号等を記入すること。また，当該免許・資格等を証する書面の写しを添付すること。

※　申請日時点において，配置予定技術者が他の業務に従事している場合は，従事しているすべての業務について，その業務概要を記載すること。

※　他の業務を受注したこと等により，配置予定技術者に変更が生じたときは，申請書の提出期限日までに公告に示した手続きにより届け出ること。

※　管理技術者，照査技術者及び担当技術者については，直接かつ連続して３か月間以上雇用関係にあることを確認できる資料を添付すること。

様式第６－２号
配置予定技術者の資格・経験等（施工）

事業名：福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

施工担当企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	配置予定技術者の氏名
	

	本事業における従事役職
	　監理技術者　・　主任技術者

	法令による資格・免許等

（取得日，登録番号，実務経験）
	

	営業所の専任技術者か否か
	

	他の工事に従事している

場合，その工事概要
	CORINS登録番号
	

	
	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	工期
	

	
	契約金額
	

	
	従事役職
	

	
	専任・非専任の別
	

	
	本工事に従事するための対応
	


※　法令による免許・資格等は，その名称，取得年月日及び登録番号等を記入すること。（監理技術者資格については，資格証の交付日（更新日）及び交付番号を記入すること。また，過去５年以内に受講した監理技術者講習の終了年月日及び修了証番号を併せて記入すること。）また，当該免許・資格等を証する書面の写しを添付すること。

※　営業所の専任技術者（建設業法第７条第２号に規定する技術者）は，専任を要する工事には従事できないので，留意すること。

※　申請日時点において，配置予定技術者が他の工事に従事している場合は，従事しているすべての工事について，その工事概要を記載すること。

※　他の工事を受注したこと等により，配置予定技術者に変更が生じたときは，申請書の提出期限日までに公告に示した手続きにより届け出ること。

※　監理技術者及び主任技術者については，直接かつ連続して３か月間以上雇用関係にあることを確認できる資料を添付すること。
※監理技術者については，複数候補者がいる場合，候補者ごとに本様式及び添付資料を作成すること。

様式第６－３号
配置予定技術者の資格・経験等(維持管理・運営)
事業名：福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

維持管理・運営担当企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	配置予定技術者の氏名
	

	本事業における従事役職
	総括責任者

	法令による免許・資格等

（取得日，登録番号，実務経験）
	

	業務経験の概要
	業務名称
	

	
	発注機関名
	

	
	履行場所
	

	
	履行期間
	

	
	契約金額
	

	
	従事役職
	

	
	設備種別
	燃料化設備（乾燥・炭化）　　溶融設備　　焼却設備

	
	設備処理能力
	

	
	業務概要
	

	他の業務に従事している

場合，その業務概要
	業務名称
	

	
	発注機関名
	

	
	履行期間
	

	
	契約金額
	

	
	従事役職
	

	
	専任・非専任の別
	

	
	本業務に従事するための対応
	


※　法令による免許・資格等は，その名称，取得年月日及び登録番号等を記入すること。また，当該免許・資格等を証する書面の写しを添付すること。

※　申請日時点において，配置予定技術者が他の業務に従事している場合は，従事しているすべての業務について，その業務概要を記載すること。

※　他の業務を受注したこと等により，配置予定技術者に変更が生じたときは，申請書の提出期限日までに公告に示した手続きにより届け出ること。
※　総括責任者については，直接かつ連続して３か月間以上雇用関係にあることを確認できる資料を添付すること。また，複数候補者がいる場合，候補者ごとに本様式及び添付資料を作成すること。

※　総括責任者が複数の業務経験を有する場合は，適宜記入欄を追加し作成すること。
※　専任とし，原則として運営開始から３年間は同一の者が継続すること。

様式第７－１号
配置予定技術者変更申請書（設計）

事業名：福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

設計担当企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	変更の理由
	

	配置予定技術者の氏名
	

	本事業における従事役職
	　管理技術者・照査技術者・担当技術者・建築担当技術者

	法令による免許・資格等

（取得日，登録番号，実務経験）
	

	他の業務に従事している

場合，その業務概要
	業務名称
	

	
	発注機関名
	

	
	履行期間
	

	
	契約金額
	

	
	従事役職
	

	
	専任・非専任の別
	

	
	本業務に従事するための対応
	


※　法令による免許・資格等は，その名称，取得年月日及び登録番号等を記入すること。また，当該免許・資格等を証する書面の写しを添付すること。

※　申請日時点において，配置予定技術者が他の業務に従事している場合は，従事しているすべての業務について，その業務概要を記載すること。

※　管理技術者，照査技術者及び担当技術者については，直接かつ連続して３か月間以上雇用関係にあることを確認できる資料を添付すること。

様式第７－２号
配置予定技術者変更申請書（施工）

事業名：福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

施工担当企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	変更の理由
	

	配置予定技術者の氏名
	

	本事業における従事役職
	　監理技術者　・　主任技術者

	法令による資格・免許等

（取得日，登録番号，実務経験）
	

	営業所の専任技術者か否か
	

	他の工事に従事している

場合，その工事概要
	CORINS登録番号
	

	
	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	工期
	

	
	契約金額
	

	
	従事役職
	

	
	専任・非専任の別
	

	
	本工事に従事するための対応
	


※　法令による免許・資格等は，その名称，取得年月日及び登録番号等を記入すること。（監理技術者資格については，資格証の交付日（更新日）及び交付番号を記入すること。また，過去５年以内に受講した監理技術者講習の終了年月日及び修了証番号を併せて記入すること。）また，当該免許・資格等を証する書面の写しを添付すること。

※　営業所の専任技術者（建設業法第７条第２号に規定する技術者）は，専任を要する工事には従事できないので，留意すること。

※　申請日時点において，配置予定技術者が他の工事に従事している場合は，従事しているすべての工事について，その工事概要を記載すること。

※　監理技術者及び主任技術者については，直接かつ連続して３か月間以上雇用関係にあることを確認できる資料を添付すること。

様式第７－３号
配置予定技術者変更申請書（維持管理・運営）

事業名：福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

維持管理・運営担当企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	変更の理由
	

	配置予定技術者の氏名
	

	本事業における従事役職
	　総括責任者

	法令による免許・資格等

（取得日，登録番号，実務経験）
	

	業務経験の概要
	業務名称
	

	
	発注機関名
	

	
	履行場所
	

	
	履行期間
	

	
	契約金額
	

	
	従事役職
	

	
	設備種別
	燃料化設備（乾燥・炭化）　　溶融設備　　焼却設備

	
	設備処理能力
	

	
	業務概要
	

	他の業務に従事している

場合，その業務概要
	業務名称
	

	
	発注機関名
	

	
	履行期間
	

	
	契約金額
	

	
	従事役職
	

	
	専任・非専任の別
	

	
	本業務に従事するための対応
	


※　法令による免許・資格等は，その名称，取得年月日及び登録番号等を記入すること。また，当該免許・資格等を証する書面の写しを添付すること。

※　申請日時点において，配置予定技術者が他の業務に従事している場合は，従事しているすべての業務について，その業務概要を記載すること。

※　他の業務を受注したこと等により，配置予定技術者に変更が生じたときは，申請書の提出期限日までに公告に示した手続きにより届け出ること。

※　総括責任者については，直接かつ連続して３か月間以上雇用関係にあることを確認できる資料を添付すること。また，複数候補者がいる場合，候補者ごとに本様式及び添付資料を作成すること。

※　総括責任者が複数の業務経験を有する場合は，適宜記入欄を追加し作成すること。

※　専任とし，原則として運営開始から３年間は同一の者が継続すること。

